
 

 

○
内
閣
府
令
第
二
十
三
号 

国
家
公
務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
四
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
等
を
定
め
る
政
令
（
平
成
二
十
一
年

政
令
第
百
十
六
号
）
の
施
行
に
伴
い
、
並
び
に
職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
政
令
（
平
成
二
十
年
政
令
第
三
百
八
十
九
号
）
及

び
特
定
独
立
行
政
法
人
の
役
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
政
令
（
平
成
二
十
年
政
令
第
三
百
九
十
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
職
員

の
退
職
管
理
に
関
す
る
内
閣
府
令
及
び
特
定
独
立
行
政
法
人
の
役
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内

閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。 

平
成
二
十
一
年
四
月
三
日 

内
閣
総
理
大
臣 

麻
生 

太
郎 

職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
内
閣
府
令
及
び
特
定
独
立
行
政
法
人
の
役
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
を

改
正
す
る
内
閣
府
令 

（
職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
改
正
） 

第
一
条 

職
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
二
十
年
内
閣
府
令
第
八
十
三
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
四
、
別
記
様
式
第
七
及
び
別
記
様
式
第
十
を
そ
れ
ぞ
れ
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 



  

（記載上の注意） 

□のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。 

在職中に再就職の約束をした場合の届出 
（国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 23 第１項関連） 

 

   年   月   日 

 

 殿  

   

 住  所  

 氏  名  

 電話番号  

 

 国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 23 第１項の規定により、次のとおり

届け出ます。 

１    （ ふ り が な ） 

氏         名 

 

２ 生 年 月 日 年    月    日 

３ 官 職  

４ 再就職の約束をした日 年    月    日 

５ 離 職 予 定 日 年    月    日 

６ 再 就 職 予 定 日 年    月    日 

７ 再 就 職 先 の 名 称  

８ 再就職先の業務内容  

９ 再就職先における地位  

１０ 求 職 の 承 認 の 有 無 □有    □無 

１１ 官 民 人 材 交 流 セ ン タ ー の 援 助 の 有 無 □有    □無 

別記様式第４（第６条第１項関係） 



  

（記載上の注意） 

□のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。 

 

管理職職員であった者が再就職しようとする場合の届出 
（国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 24 第１項関連） 

 

   年   月   日 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿  

   

 住  所  

 氏  名  

 電話番号  

 

 国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 24 第１項の規定により、次のとおり

届け出ます。 

１  （ ふ り が な ） 

氏         名 

 

２ 生 年 月 日 年    月    日 

３ 離 職 時 の 官 職  

４ 離 職 日 年    月    日 

５ 再 就 職 予 定 日 年    月    日 

６ 再 就 職 先 の 名 称  

７ 再就職先の業務内容  

８ 再就職先における地位  

９ 求 職 の 承 認 の 有 無 □有    □無 

１０ 官 民 人 材 交 流 セ ン タ ー の 援 助 の 有 無 □有    □無 

別記様式第７（第８条第１項関係） 



 

（記載上の注意） 

□のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。 

 

管理職職員であった者が再就職した場合の届出 
（国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 24 第２項関連） 

 

   年   月   日 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿  

   

 住  所  

 氏  名  

 電話番号  

 

 国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 24 第 2 項の規定により、次のとおり

届け出ます。 

１   （ ふ り が な ） 

氏         名 

 

２ 生 年 月 日 年    月    日 

３ 離 職 時 の 官 職  

４ 離 職 日 年    月    日 

５ 再 就 職 日 年    月    日 

６ 再 就 職 先 の 名 称  

７ 再就職先の業務内容  

８ 再就職先における地位  

９ 求 職 の 承 認 の 有 無 □有    □無 

１０ 官 民 人 材 交 流 セ ン タ ー の 援 助 の 有 無 □有    □無 

別記様式第 10（第 11 条関係） 



 

 

 
 

附
則
第
二
条
の
前
の
見
出
し
及
び
同
条
を
削
り
、
附
則
第
三
条
を
附
則
第
二
条
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
経
過

措
置
）
」
を
付
す
る
。 

 
 

附
則
第
四
条
か
ら
第
六
条
ま
で
を
削
る
。 

附
則
第
七
条
中
「
第
五
条
、
」
を
「
第
五
条
及
び
」
に
改
め
、
「
、
附
則
第
四
条
、
附
則
別
記
様
式
第
一
及
び
附
則
別
記

様
式
第
二
」
を
削
り
、
「
、
別
記
様
式
第
二
、
附
則
別
記
様
式
第
一
及
び
附
則
別
記
様
式
第
二
」
を
「
及
び
別
記
様
式
第
二

」
に
改
め
、
「
、
附
則
第
四
条
中
「
再
就
職
等
監
視
委
員
会
」
と
あ
る
の
は
「
内
閣
総
理
大
臣
」
と
」
を
削
り
、
同
条
を
附

則
第
三
条
と
す
る
。 

 
 

附
則
別
記
様
式
第
一
及
び
附
則
別
記
様
式
第
二
を
削
る
。 

（
特
定
独
立
行
政
法
人
の
役
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
改
正
） 

第
二
条 

特
定
独
立
行
政
法
人
の
役
員
の
退
職
管
理
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
平
成
二
十
年
内
閣
府
令
第
八
十
四
号
）
の
一
部
を

次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。 

 
 

別
記
様
式
第
四
、
別
記
様
式
第
七
及
び
別
記
様
式
第
十
を
そ
れ
ぞ
れ
次
の
よ
う
に
改
め
る
。 

 



  

（記載上の注意） 

□のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。 

在職中に再就職の約束をした場合の届出 
（独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 54 条の２第１項に

おいて準用する国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 23

第１項関連） 

 

   年   月   日 

 

 殿  

   

 住  所  

 氏  名  

 電話番号  

 

 独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 54 条の２第１項において準用する国家

公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 23 第１項の規定により、次のとおり届け出

ます。 

１    （ ふ り が な ） 

氏         名 

 

２ 生 年 月 日 年    月    日 

３ 役 員 の 職  

４ 再就職の約束をした日 年    月    日 

５ 離 職 予 定 日 年    月    日 

６ 再 就 職 予 定 日 年    月    日 

７ 再 就 職 先 の 名 称  

８ 再就職先の業務内容  

９ 再就職先における地位  

１０ 求 職 の 承 認 の 有 無 □有    □無 

１１ 官 民 人 材 交 流 セ ン タ ー の 援 助 の 有 無 □有    □無 

別記様式第４（第６条第１項関係） 



  

（記載上の注意） 

□のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。 

特定独立行政法人の役員であった者が再就職しようとする場合

の届出 
（独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 54 条の２第１項に

おいて準用する国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 24

第１項関連） 

 

   年   月   日 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿  

   

 住  所  

 氏  名  

 電話番号  

 

 独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 54 条の２第１項において準用する国家

公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 24 第１項の規定により、次のとおり届け出

ます。 

１  （ ふ り が な ） 

氏         名 

 

２ 生 年 月 日 年    月    日 

３ 離 職 時 の 役 員 の 職  

４ 離 職 日 年    月    日 

５ 再 就 職 予 定 日 年    月    日 

６ 再 就 職 先 の 名 称  

７ 再就職先の業務内容  

８ 再就職先における地位  

９ 求 職 の 承 認 の 有 無 □有    □無 

１０ 官 民 人 材 交 流 セ ン タ ー の 援 助 の 有 無 □有    □無 

別記様式第７（第７条第１項関係） 



 

（記載上の注意） 

□のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。 

特定独立行政法人の役員であった者が再就職した場合の届出 
（独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 54 条の２第１項に

おいて準用する国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 24

第２項関連） 

 

   年   月   日 

 

内 閣 総 理 大 臣 殿  

   

 住  所  

 氏  名  

 電話番号  

 

 独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第 54 条の２第１項において準用する国家

公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）第 106 条の 24 第 2 項の規定により、次のとおり届け出

ます。 

１   （ ふ り が な ） 

氏         名 

 

２ 生 年 月 日 年    月    日 

３ 離 職 時 の 役 員 の 職  

４ 離 職 日 年    月    日 

５ 再 就 職 日 年    月    日 

６ 再 就 職 先 の 名 称  

７ 再就職先の業務内容  

８ 再就職先における地位  

９ 求 職 の 承 認 の 有 無 □有    □無 

１０ 官 民 人 材 交 流 セ ン タ ー の 援 助 の 有 無 □有    □無 

別記様式第 10（第 10 条関係） 



 

 

附
則
第
二
条
の
前
の
見
出
し
及
び
同
条
を
削
り
、
附
則
第
三
条
を
附
則
第
二
条
と
し
、
同
条
に
見
出
し
と
し
て
「
（
経
過

措
置
）
」
を
付
す
る
。 

附
則
第
四
条
か
ら
第
六
条
ま
で
を
削
る
。 

附
則
第
七
条
中
「
第
五
条
、
」
を
「
第
五
条
及
び
」
に
改
め
、
「
、
附
則
第
四
条
、
附
則
別
記
様
式
第
一
及
び
附
則
別
記

様
式
第
二
」
を
削
り
、
「
、
別
記
様
式
第
二
及
び
附
則
別
記
様
式
第
一
」
を
「
及
び
別
記
様
式
第
二
」
に
改
め
、
「
、
附
則

第
四
条
中
「
再
就
職
等
監
視
委
員
会
」
と
あ
る
の
は
「
内
閣
総
理
大
臣
」
と
、
附
則
別
記
様
式
第
二
中
「 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

」
と
あ
る
の
は
「 

 
 
 
 
 
 

」
と
、
「 

 
 
 
 
 
 
 

」
と
あ
る
の
は
「 

 
 
 
 
 
 
 
 

」
と
」
を
削
り
、
同
条
を
附
則
第
三
条
と
す
る
。 

附
則
別
記
様
式
第
一
及
び
附
則
別
記
様
式
第
二
を
削
る
。 

附 

則 

こ
の
府
令
は
、
国
家
公
務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
四
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
等
を
定
め
る
政
令
（

平
成
二
十
一
年
政
令
第
百
十
六
号
）
附
則
第
一
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
規
定
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
二
年
一
月
一
日
）
か

ら
施
行
す
る
。 

事
務
担
当
部
局
記
入
欄

監
察
官
）
記
入
欄

再
就
職
等
監
視
委
員
会
（
再
就
職
等

内
閣
総
理
大
臣
殿

員
会
委
員
長
（
再
就
職
等
監
察
官
）
殿

再
就
職
等
監
視
委




